
円 円 円

12,033,335,000 1,346,186,000 13,515,874,745

第１項 営 業 収 益 11,912,865,000 1,344,911,000 13,383,300,743 1,216,623,186 円)

第２項 財 務 収 益 4,414,000 4,511,000 15,905,694

第３項 営 業 外 収 益 78,281,000 △ 3,236,000 85,859,702 1,914,684 円)

第４項 特 別 利 益 37,775,000 0 30,808,606

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

8,791,749,000 714,778,000 0 0 0 9,506,527,000 87,857,000 9,594,384,000 8,552,242,388 15,767,000 1,026,374,612

第１項 営 業 費 用 8,090,112,000 △ 612,568,000 23,958,000 0 0 7,501,502,000 87,159,000 7,588,661,000 7,093,889,795 14,990,000 479,781,205 288,910,858 円)

第２項 財 務 費 用 3,893,000 0 0 0 0 3,893,000 0 3,893,000 3,702,732 0 190,268

第３項 営 業 外 費 用 144,703,000 1,072,170,000 21,632,000 0 0 1,238,505,000 698,000 1,239,203,000 913,183,748 777,000 325,242,252 7,652,663 円)

第４項 予 備 費 100,000,000 0 △ 45,590,000 0 0 54,410,000 0 54,410,000 0 0 54,410,000

第５項 特 別 損 失 453,041,000 255,176,000 0 0 0 708,217,000 0 708,217,000 541,466,113 0 166,750,887

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

決　　算　　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　　　　考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法
第２４条第３項
の 規 定による
支 出 額に係る
財 源 充 当 額

合　　計

令和６年度群馬県電気事業決算報告書
１　収益的収入及び支出

収  入

円 円 円

第 １ 款 電気事業収益 0 13,379,521,000 136,353,745

0 13,257,776,000 125,524,743 （うち、仮受消費税及び地方消費税

0 8,925,000 6,980,694

0 75,045,000 10,814,702 （うち、仮受消費税及び地方消費税

0 37,775,000 △ 6,966,394

支　出　

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

決　算　額

地方公営
企 業 法
第２６条
第２項の
規定によ
る繰越額

(うち、仮払消費税及び地方消費税

備　　　　　　　　　　　　考
当初予算額 補正予算額

予
備
費
支
出
額

流
用
増
減
額

地方公
営

企 業
法

第２４
条

第３項
の

規定に
よ

る支出

小　　計

地方公
営

企 業
法

第２６
条

第２項
の

規定に
よ

る繰越

合　　計
不　用　額

第 １ 款 電気事業費用

(うち、仮払消費税及び地方消費税
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円 円 円 円 円 円 円

367,425,000 △ 32,243,000 0 0 335,182,000 335,182,134 134

第１項 長期貸付金償還金 335,182,000 0 0 0 335,182,000 335,182,134 134

第２項
投資有価証券償還

金
12,243,000 △ 12,243,000 0 0 0 0 0

第３項 補 助 金 20,000,000 △ 20,000,000 0 0 0 0 0

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

16,523,382,000 △ 1,883,260,000 0 0 14,640,122,000 785,120,000 0 15,425,242,000 7,472,445,184 7,380,979,000 0 7,380,979,000 571,817,816

第１項 建 設 改 良 費 12,895,874,000 △ 1,173,719,000 21,026,000 0 11,743,181,000 785,120,000 0 12,528,301,000 4,872,758,919 7,380,979,000 0 7,380,979,000 274,563,081

第２項 企 業 債 償 還 金 47,258,000 0 0 0 47,258,000 0 0 47,258,000 47,257,765 0 0 0 235 円)

第３項 出資金及び貸付金 2,230,250,000 △ 709,541,000 0 0 1,520,709,000 0 0 1,520,709,000 1,514,636,164 0 0 0 6,072,836

第４項 利益剰余金繰出金 1,250,000,000 0 0 0 1,250,000,000 0 0 1,250,000,000 1,037,727,500 0 0 0 212,272,500

第５項 国庫補助金返還金 0 0 65,000 0 65,000 0 0 65,000 64,836 0 0 0 164

第６項 予 備 費 100,000,000 0 △ 21,091,000 0 78,909,000 0 0 78,909,000 0 0 0 0 78,909,000

（うち、仮払消費税及び地方消費税

431,312,131

（注）　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額7,137,263,050円は､企業債等償還積立金47,257,765円、建設改良積立金1,190,473,537円、別途積立金1,037,727,500円、過年度分損益勘定留保資金4,430,492,117円及び当年度分消費税及
び地方消費税資本的収支調整額431,312,131円で補てんした。

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

第 １ 款 電気事業資本的支出

当初予算額 補正予算額

予
備
費
支
出
額

支　出

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

決　算　額

翌年度繰越額

不 用 額 備　　　考
合　計

流
用
増
減
額

小　　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

0

0

円

第 １ 款 電気事業資本的収入 335,182,000

335,182,000

予 算 額
に 比 べ
決 算 額
の 増 減

備　　　　　　　　　　　　考
当初予算額 補正予算額 小　　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額
に係る財
源充当額

継続
費逓
次繰
越額
に係
る財
源充
当額

合　　計
決　算　額

２　資本的収入及び支出

収　入

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額
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（単位：円）

１

(1) 11,302,608,012

(2) 853,083,128

(3) 10,986,417 12,166,677,557

２

(1) 5,299,306,536

(2) 283,569,253

(3) 123,470,130

(4) 1,098,633,018 6,804,978,937

5,361,698,620

３

(1) 15,905,694

(2) 53,445,791

(3) 30,499,302 99,850,787

４

(1) 3,702,732

(2) 150,509,140 154,211,872 △54,361,085

5,307,337,535

５

(1) 30,808,606 30,808,606

６

(1) 435,417,037

(2) 30,808,606

(3) 75,240,470 541,466,113 △ 510,657,507

4,796,680,028

0

1,237,731,302

6,034,411,330

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

その他未処分利益剰余金変動額

過年度損益修正益

減 損 損 失

そ の 他 特 別 損 失

過年度損益修正損

令和6年度群馬県電気事業損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

営 業 収 益

販 売 電 力 料

営 業 雑 収 益

営 業 費 用

容 量 市 場 収 入

水 力 発 電 費

汽 力 発 電 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

一 般 管 理 費

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

財 務 費 用

事 業 外 費 用

太 陽 光 発 電 費

財 務 収 益

 9 



（単位：円）

国 庫
補 助 金

受 贈 財 産
評 価 額

工 事 費
負 担 金

資本剰余金
合 計

企業債等償還
積 立 金

建 設 改 良
積 立 金

利 益 積 立 金
別 途
積 立 金

特 別 修 繕
積 立 金

未 処 分 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計

前年度末残高 60,756,671,077 43,350,511 30,144,392 4,250,000 77,744,903 179,332,498 2,871,088,380 408,080,867 1,992,700,000 135,870,000 4,777,644,393 10,364,716,138 71,199,132,118

前年度処分額 1,916,485,860 0 0 0 0 0 1,618,100,606 143,057,927 1,100,000,000 0 △ 4,777,644,393 △ 1,916,485,860 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0 0 1,618,100,606 0 1,100,000,000 0 △ 2,718,100,606 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0 0 1,618,100,606 0 0 0 △ 1,618,100,606 0 0

別途積立金の積立 0 0 0 0 0 0 0 0 1,100,000,000 0 △ 1,100,000,000 0 0

条例第１２条第1項による処分額 0 0 0 0 0 0 0 143,057,927 0 0 △ 143,057,927 0 0

利益積立金の積立 0 0 0 0 0 0 0 143,057,927 0 0 △ 143,057,927 0 0

条例第１２条第２項による処分額 1,916,485,860 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 1,916,485,860 △ 1,916,485,860 0

資本金への組入 1,916,485,860 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 1,916,485,860 △ 1,916,485,860 0

(繰越利益剰余金)

551,138,794 0

当年度変動額 0 0 0 0 0 △ 47,257,765 △ 1,190,473,537 0 △ 1,037,727,500 0 6,034,411,330 3,758,952,528 3,758,952,528

0 0 0 0 0 0 △ 1,190,473,537 0 0 0 1,190,473,537 0 0

0 0 0 0 0 △ 47,257,765 0 0 0 0 47,257,765 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 △ 1,037,727,500 0 0 △ 1,037,727,500 △ 1,037,727,500

当年度純利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,796,680,028 4,796,680,028 4,796,680,028

(当年度未処分利益剰余金)

551,138,794 6,034,411,330

　　　　　　（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

4,250,000 4,489,188,986処分後残高 62,673,156,937 43,350,511

企業債等償還積立金の取崩

77,744,903 179,332,49830,144,392

建設改良積立金の取崩

12,207,182,806 74,958,084,646

3,092,700,000 135,870,000 8,448,230,278 71,199,132,118

別途積立金の取崩

当年度末残高 77,744,90362,673,156,937 43,350,511 4,250,00030,144,392 132,074,733 3,298,715,449 2,054,972,500 135,870,000

令和６年度群馬県電気事業剰余金計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

資本金

剰　余　金

資本合計
資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金
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（単位:円）

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 未処分利益剰余金

当年度末残高 62,673,156,937 77,744,903 6,172,771,476 6,034,411,330

議会の議決による処分額 0 0 4,556,846,026 △ 4,556,846,026

建設改良積立金の積立 0 0 3,456,846,026 △ 3,456,846,026

別途積立金の積立 0 0 1,100,000,000 △ 1,100,000,000

条例第１２条第１項による処分額 0 0 239,834,002 △ 239,834,002

利益積立金の積立 0 0 239,834,002 △ 239,834,002

条例第１２条第２項による処分額 1,237,731,302 0 0 △ 1,237,731,302

資本金への組入 1,237,731,302 0 0 △ 1,237,731,302

（繰越利益剰余金）
0

（注）この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものである。

令和6年度群馬県電気事業剰余金処分計算書（案）

処分後残高 63,910,888,239 77,744,903 10,969,451,504
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（単位：円）

１

(1)

ア 83,035,995,191

△53,983,884,133 29,052,111,058

イ 1,043,189,335

△615,288,681 427,900,654

ウ 1,022,671,251

△358,992,753 663,678,498

30,143,690,210

(2)

ア 4,203,069,370

△1,644,066,595 2,559,002,775

2,559,002,775

(3)

ア 5,428,624,851 5,428,624,851

5,428,624,851

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

事業外固定資産

事業外固定資産合計

減 価 償 却 累 計 額

令和６年度群馬県電気事業貸借対照表
（令和７年３月３１日）

科　　　　　　目

資 産 の 部

固 定 資 産

電気事業固定資産

水 力 発 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

太 陽 光 発 電 設 備

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

固定資産仮勘定

建 設 仮 勘 定

電気事業固定資産合計

事 業 外 固 定 資 産

固定資産仮勘定合計
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(4)

ア 1,907,474,753

イ 51,000,000

ウ 3,878,405,121

エ 8,328,215

5,845,208,089

43,976,525,925

２

(1) 39,336,666,282

(2) 938,484,933

(3) 562,610,015

40,837,761,230

84,814,287,155

３

(1)

ア
88,436,973

88,436,973

(2)

ア 1,481,246,593

イ (水力) 4,521,392,000

ウ 3,026,500

6,005,665,093

(3) 685,000,000

6,779,102,066

事業整理損失引当金

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

固 定 負 債 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

退 職 給 付 引 当 金

雑 流 動 資 産

負 債 の 部

固 定 負 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

資 産 除 去 債 務

特 別 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

投資その他の資産合計

投資その他の資産

出 資 金

長 期 貸 付 金

そ の 他 投 資

企 業 債

引 当 金

流 動 資 産 合 計

企 業 債 合 計

未 収 金
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４

(1)

43,637,760

43,637,760

(2) 1,345,913,342

(3) 461,477,537

(4) 11,018,845

(5)

ア 94,811,091

イ 18,219,450

113,030,541

(6) 44,085,836

2,019,163,861

５

(1)

ア 3,288,058,246

△2,230,160,212 1,057,898,034

イ 146,856,966

△146,818,418 38,548

1,057,936,582

1,057,936,582

9,856,202,509

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

法定福利費引当金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

引 当 金 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

科　　　　　　目

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

ア

流 動 負 債

未 払 金

資 産 除 去 債 務

未 払 費 用

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額
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６

(1) 62,673,156,937

62,673,156,937

７

(1)

ア 43,350,511

イ 30,144,392

ウ 4,250,000

77,744,903

(2)

ア 132,074,733

イ 3,298,715,449

ウ 551,138,794

エ 2,054,972,500

オ 135,870,000

カ 6,034,411,330

12,207,182,806

12,284,927,709

74,958,084,646

84,814,287,155

利 益 積 立 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

特 別 修 繕 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 費 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

企業債等償還積立金

資 本 の 部

資 本 金

国 庫 補 助 金
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 　1　資産の評価基準及び評価方法

 　　 (1)有価証券の評価基準及び評価方法　　

 　　　　・満期保有目的債券

 　　　　　　償却原価法（定額法）による。

 　２　固定資産の減価償却の方法

 　　 (1)　有形固定資産

 　　　　・減価償却の方法

 　　　　　　定額法による。

 　　　　・主な耐用年数

 　　　　　建物　　 　　8～50年

 　　　　　水路 　　　 10～57年

 　　　　　機械装置 　　5～22年

 　　　　　諸装置　　 　5～22年

 　　 (2)　無形固定資産

 　　　　・減価償却の方法

 　　　　　　定額法による。

 　３　引当金の計上方法

 　　 (1)　退職給付引当金

 　　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

 　　 (2)　賞与引当金及び法定福利費引当金

 　　 (3)　特別修繕引当金

 　　 (4)　事業整理損失引当金

 　４　消費税等の会計処理

 　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

 　　　　　高浜発電所の廃止に伴い発生が予想される損失見込額を計上している。

注記

Ⅰ． 重要な会計方針

 　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の
 　　　　負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

 　　　　　事業用発電機に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕実施の年度から前年度末までの期間で均分した
 　　　　額を計上している。
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 　１　報告セグメントの概要

 水力発電事業、汽力発電事業及びその他附帯事業並びに電源開発に関する調査事業

 太陽光発電事業及びその他附帯事業並びに電源開発に関する調査事業

 　２　報告セグメントごとの営業収益等

 　　当年度（自　令和6年 4月 1日　至　令和7年 3月31日）

水力発電及び汽力発電 太陽光発電 合計

12,006,994,934 159,682,623 12,166,677,557

6,681,508,807 123,470,130 6,804,978,937

5,325,486,127 36,212,493 5,361,698,620

5,271,125,042 36,212,493 5,307,337,535

83,519,166,407 1,295,120,748 84,814,287,155

9,836,329,314 19,873,195 9,856,202,509

1,487,825,150 53,114,929 1,540,940,079

30,808,606 － 30,808,606

541,466,113 － 541,466,113

1,466,232,075 9,225,000 1,475,457,075

減 価 償 却 費

特 別 利 益

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増加額

（注）　本局の収益、費用、資産及び負債は、水力発電及び汽力発電に配分している。

セ グ メ ン ト 区 分 事　　業　　の　　内　　容

経 常 損 益

セ グ メ ン ト 資 産

セ グ メ ン ト 負 債

太 陽 光 発 電

（単位：円）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益

水力発電及び汽力発電

Ⅱ． セグメント情報の開示

 　　　電気事業会計は、水力発電及び汽力発電、太陽光発電を運営しており、群馬県企業局財務規程に定める区分に基づき、これら２つを報告セグ
 　　メントとしている。各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

そ の 他 の 項 目
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当年度において、以下の資産について減損損失を計上した。

 　1　高浜発電所

 　　 (1)　減損損失を認識した固定資産

場所

高浜発電所 高崎市

 　　 (2)　減損損失の認識に至った経緯

 　　 (3)　減損損失の額及びその内訳

種類 減損損失額（円）

建物 55,301,013

構築物 6,569,453

機械装置 133,502,545

諸装置 450,177

合計 195,823,188

 　２　建設準備勘定

 　　 (1)　減損損失を認識した固定資産

建設準備勘定

 　　 (2)　減損損失の認識に至った経緯

 　　 (3)　減損損失の額及びその内訳

種類 減損損失額（円）

     赤谷川水系発電所 8,736,534

     片品川水系発電所 81,307,004

     利根川水系発電所 92,494,574

     嬬恋地区 43,042,762

     赤城地区 14,002,975

     総係費 10,000

     合　計 239,593,849

　当該資産については、過年度に新規発電所建設の事業化に向け、開発可能性調査費等を資産計上したものであるが、今後、事業化される可
                                      能性がないことから、減損に該当すると認識したため、当該資産額239,593,849円を減損損失として計上した。

固定資産の種類

（赤谷川水系発電所、片品川水系発電所、利根川水系発電所、嬬恋地区、赤城地区、総係費）

用途

発電事業

固定資産の種類

発電事業

　 有形固定資産（建物、構築物、機械装置、諸装置）

　 高浜発電所については、高崎市が所有する高浜クリーンセンターの建替に伴い、令和6年8月末をもって廃止したことにより令和7年度以降
の収益に寄与しない資産となることが減損に該当すると認識したため、令和6年度末における当該発電所に属する固定資産の帳簿価額を備忘価
額まで減額し、当該減少額195,823,188円を減損損失として計上した。

Ⅲ． 減損損失

用途
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 　１　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

 　　　当年度において、退職手当として54,551,295円を支給するため、退職給付引当金54,551,295円を使用した。

 　２　特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

 　　　当年度において、発電設備の分解点検工事に係る費用296,385,000円を支出するため、特別修繕引当金296,385,000円を使用した。

 　３　資産除去債務について

　　(1)　資産除去債務の概要

 　　　　令和6年度に廃止した高浜発電所の不動産賃貸借契約に伴う現状回復義務等である。

　　(2)　資産除去債務の金額の算定方法及び計上額

 　４　資産除去債務の目的使用による取崩しについて

 　　　当年度において、高浜発電所の撤去工事に係る費用120,914,164円を支出するため、資産除去債務120,914,164円を使用した。

Ⅳ． その他

 　　　　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込み期間を4年から5年、割引率は0％を採用し、令和元年度に400,000,000円を計上した。また、
　　　 使用見込み期間を3年、割引率は0％を採用し、令和4年度に450,000,000円を計上した。

 19 


